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2019年度社会保障関係予算のポイント（概要）

○ 「骨太2018」に定められた「新経済・財政再生計画」における基盤強化期間の初年度。実勢価
格の動向を反映した薬価改定や、これまでに決定した社会保障制度改革の実施等の様々な歳
出抑制努力を積み重ねた結果、社会保障関係費の実質的な伸びは対前年度比＋4,774億円。
⇒同計画における社会保障関係費の伸びを「高齢化による増加分（2019年度＋4,800億円

程度）におさめる」という方針を着実に達成

○ 消費税率の引上げに伴う主な対応として、

— 各種報酬を改定。医療機関等が負担する仕入税額相当額について、診療報酬で全体とし
て適切に補填を行う一方、薬価等について、消費税率引上げ相当分の改定を行うとともに、
過剰な国民負担が生じることのないよう、市場実勢価格を適切に反映

－ 消費税増収分等を活用し、低所得高齢者の介護保険料の更なる軽減強化や年金生活者
支援給付金の支給といった「社会保障の充実」を行うとともに、「新しい経済政策パッケー
ジ」に基づき幼児教育・保育の無償化や介護人材・保育士の処遇改善等を実施

○ 「骨太2018」に掲げられた改革検討項目について、「新経済・財政再生計画 改革工程表」（61
項目）に沿って、着実に実行。

（単位：億円）

診療報酬本体+0.41%（国費+200億円）、
薬価▲0.51%（国費▲290億円）(実勢価格改定等分▲490億円)、材料価格+0.03%（国費+20億円）（実勢価格改定分▲10億円）

項 ⽬ 2018年 度 2019 年 度
2018’→ 2019’増 減

通常分 臨 時 ・ 特 別
の 措 置 うち、通常分

社会保障関係費 329,882 340,593 339,914 679 10,710(＋3.2%) 10,031(＋3.0％)

恩給関係費 2,504 2,097 2,097 － ▲407(▲16.2％) ▲407(▲16.2％) 19



（単位：億円）

区　　　　　分 平成31年度

１．医療 119,974       

（１）国民健康保険 33,598         

（２）全国健康保険協会管掌健康保険 12,070         

（３）後期高齢者医療給付費負担金等 52,307         

（４）医療扶助費等負担金 14,377         

（５）その他 7,622          

２．年金 121,670       

（１）厚生年金 100,264       

（２）国民年金 17,684         

（３）その他 3,723          

３．介護 32,301         

（１）給付費負担金等 25,775         

（２）２号保険料国庫負担 3,067          

（３）その他 3,460          

４．福祉・その他 65,968         

（１）生活扶助費等負担金 13,752         

（２）児童手当・児童扶養手当 13,797         

（３）障害福祉サービス 16,376         

（４）子どものための教育・保育給付等 10,455         

（５）雇用保険 260            

（６）その他 11,329         

（生活保護費再掲） (28,897)

合　　　　　計 339,914       

2019年度社会保障関係費について（臨時・特別の措置を除く）

121,670 

119,974 

32,301 

65,968 
年 ⾦

医 療

介 護

福祉・その他

（35.8％）

（35.3％）

（9.5％）

（19.4％）

社会保障関係費計

339,914億円

（単位：億円）

（注） 計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
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消費税率引上げに伴う社会保障の充実等

公費＋8,110億円（国費＋7,157億円＊１）
〔主なもの〕 公費 国費
○幼児教育・保育の無償化

・2019年10⽉から、全ての３〜５歳児、住⺠税⾮課税世帯の０〜２歳児を対象に、幼稚園・
保育所・認定こども園等の費⽤を無償化

＋3,882億円 ＋3,882億円 ＊2

○介護⼈材の処遇改善
・2019年10⽉から、勤続年数10年以上の介護福祉⼠について⽉額平均８万円相当の処遇改善
を⾏うことを算定根拠に対応

＋421億円 ＋213億円

○待機児童の解消
・保育の受け⽫拡⼤

「⼦育て安⼼プラン」を前倒しし、2020年度末までに32万⼈分の受け⽫を整備（保育運営費の
拡充） ※この他、事業主拠出金＋1,000億円

＋330億円 ＋163億円

・保育⼠の処遇改善
2019年４⽉から、保育⼠の処遇について、＋１％（⽉3000円相当）引上げ ＋206億円 ＋103億円

○低年⾦の⾼齢者等に対し、年⾦⽣活者⽀援給付⾦【基準額 年６万円（⽉5千円）】を⽀給
（2019年10⽉分〜） ＋1,859億円 ＋1,859億円

○低所得⾼齢者の介護保険料の負担軽減の更なる強化（原則2019年10⽉〜） ＋654億円 ＋327億円

○地域医療構想の実現に向けた地域医療介護総合確保基⾦の拡充 （医療分）
（介護分）

＋100億円
＋100億円

＋67億円
＋67億円

○電⼦カルテの標準化・オンライン資格確認の導⼊等による効率的な医療提供体制構築のため
の医療情報化⽀援基⾦の創設 ＋300億円 ＋300億円

○児童養護施設等の⼩規模・地域分散化、⾼機能化等の社会的養育の推進 ＋58億円 ＋29億円

（注） この他、消費税率引上げに関連して、2019年度において、後期高齢者医療制度の保険料（均等割）の軽減特例の見直し及び幼児教育・保育無償化に係る自

治体の事務費・システム改修費の補助を実施する。

＊１，２ 幼児教育・保育の無償化に係る初年度の経費を全額国負担とすることに伴う子ども・子育て支援臨時交付金2,349億円が含まれており、これを除
いた社会保障の充実等に係る社会保障関係費の増はそれぞれ＋4,808億円、＋1,532億円となる。
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市町村⺠税 本⼈が課税市町村⺠税 本⼈が⾮課税、
世帯に課税者がいる

介護保険の１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投⼊し低所得の⾼齢者の保険料の軽減を強化

（65歳以上全体の約３割）

（保険料
基準額×）

0.5

0.75

1.0
1.2

1.5 （65歳以上全体の約７割）

0.3

0.7

収⼊

市町村⺠税
世帯全員が⾮課税

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.5 → 0.45
※公費負担割合

国1/2、都道府県1/4
市町村1/4

保険料基準額に対する割合

第１段階 0.45 → 0.3
第２段階 0.75 → 0.5
第３段階 0.75 → 0.7

0.45

0.9

1.3

1.7

※具体的軽減幅は各割合の範囲内で市町村が条例で規定

①⼀部実施（2015年４⽉）
市町村⺠税⾮課税世帯のうち 特に所得の低い者を対象
（65歳以上の約２割）

②完全実施（2019年10⽉）
市町村⺠税⾮課税世帯全体を対象として完全実施（65歳以上の約３割）

624万⼈ 256万⼈ 242万⼈
※被保険者数は「平成28年度介護保険事業状況報告」

513万⼈ 444万⼈ 463万⼈ 404万⼈ 247万⼈ 247万⼈

【実施時所要⾒込額（満年度）約1,600億円（公費ベース※）】2019年度予算ベース

5,869円／⽉
（第７期(H30〜H32)

の全国平均額）

①

②

② ②

第6段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
120万円未満

第7段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
120万円以上
200万円未満

第8段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
200万円以上
300万円未満

第9段階
市町村⺠税
課税かつ合
計所得⾦額
300万円以上

第1段階
⽣活保護被保護者
世帯全員が市町村⺠税⾮課税の⽼
齢福祉年⾦受給者
世帯全員が市町村⺠税⾮課税かつ
本⼈年⾦収⼊等80万円以下

第2段階
世帯全員が市町
村⺠税⾮課税か
つ本⼈年⾦収⼊
等80万円超
120万円以下

第3段階
世帯全員が市
町村⺠税⾮課
税かつ本⼈年
⾦収⼊等
120万円超

第4段階
本⼈が市町村⺠税
⾮課税（世帯に課
税者がいる）かつ
本⼈年⾦収⼊等
80万円以下

第5段階
本⼈が市町村⺠税
⾮課税（世帯に課
税者がいる）かつ
本⼈年⾦収⼊等
80万円超

第1段階

第
2
段
階

第
3
段
階

第4段階 第6段階第5段階 第7段階 第8
段階

第9
段階

介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化 2019年度予算
900億円（公費）、うち国費450億円

※⼀部実施済みの分を含む。
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○ 所得の額が一定の基準（※１）を下回る65歳以上の老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金を支
給する。→ 対象者：約610万人

＜支給額＞①と②の合計額
①基準額（月額５千円）に納付済期間（月数）/480を乗じて得た額
②老齢基礎年金満額の1/6（約10,800円）（※２）に免除期間（月数）/480を乗じて得た額

（※１）同一世帯の全員が市町村民税非課税で、前年の公的年金等の収入金額＋その他所得の合計額が老齢基礎年金満額（約78万円）以下であること

（※２）保険料1/4免除期間は、老齢基礎年金満額の1/12（約5,400円）

○ 上記の所得基準を上回る一定範囲の者（※３）に、補足的老齢年金生活者支援給付金を支給する。
→ 対象者：約160万人

（※３）前年の公的年金等の収入金額＋その他所得の合計額が約88万円までであること

○ 所得の額が一定の基準（※４）を下回る障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付
金又は遺族年金生活者支援給付金を支給する。→ 対象者：約200万人

＜支給額＞月額５千円（１級の障害基礎年金受給者は、月額6.25千円）
（※４）前年の所得が、462万1,000円以下であること（扶養親族等が0人の場合）

年金生活者支援給付金の概要

１．概要

・施行日･･･2019年10月１日
(消費税率の10％への引上げの日）

・所要額･･･2019年度 1,859億円（全額国庫負担）
・その他･･･各給付金は非課税

２．施行日等

前年の公的年⾦等の収⼊⾦額とその他
所得との合計額

（⽼齢基礎年⾦満額）

補足的給付金の支給範囲

⽉額5,000円（年額６万円）を⽀給

約78万円 約88万円

※ 保険料納付済期間に基づく公的年⾦だけで⽣活している者の例

給付⾦上乗せ後の額 (年額)約88万円

約84万円

約78万円
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後期⾼齢者医療制度の保険料（均等割）に係る軽減特例の⾒直し

2018年12⽉17⽇ ⼤⾂折衝事項（抜粋）
５．後期⾼齢者医療制度の保険料（均等割）に係る軽減特例の⾒直し

「今後の社会保障改⾰の実施について」（2016年12⽉22⽇社会保障制度改⾰推進本部決定）を踏まえ、後期⾼齢
者の保険料（均等割）に係る軽減特例（９割軽減及び８.５割軽減）について、介護保険料軽減の拡充や年⾦⽣活者
⽀援給付⾦の⽀給とあわせて⾒直しを実施することとし、2019年10⽉から当該軽減特例に係る国庫補助を廃⽌し、
当該後期⾼齢者の保険料を本則の７割軽減とする。

なお、現⾏の９割軽減が適⽤される低所得者に対しては基本的に消費税率の引上げに当たって年⾦⽣活者⽀援給付
⾦が⽀給されることなどを踏まえ、現⾏の８.５割軽減が適⽤される者に対し、2019年10⽉から１年間に限り、軽減
特例に係る国庫補助の廃⽌により負担増となる所要額について特例的に補填を⾏う。

▲９割

80万円 168万円
年⾦収⼊

380円

1,130円

560円

年⾦⽣活者⽀援給付⾦
の対象となる層

１年間だけ
特例的に

補填を実施

▲８.５割

本則 ▲７割

年⾦⽣活者⽀援給付⾦
の対象とならない層

７割軽減
５割
軽減

２割
軽減

168
万円

均等割

9割軽減

80
万円

380円

1,130円

所得割

195.5
万円

218
万円

８.５割軽減
年⾦収⼊

3,760円

560円

全国平均
⽉額当たり
保険料額
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社会保障の自然増の要因と考え方

社会保障関係費 社会保障関係費

⾼齢化による増加分

○ 社会保障関係費の伸びは、「⾼齢化による増加分」と「その他要因による増加分（医療の⾼度化による増加
分等）」の２つに分かれる。

いわゆる⾃然増

例︓医療費 ＝ 年齢別⼈⼝ × 年齢別⼀⼈当たり医療費

⼈⼝動態の変化 単価の伸び等

⾼齢化
による増加分

その他要因
による増加分

社会保障関係費の伸びのイメージ

（受療率×単価）

その他要因による増加分
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部分が、2016～2018年度の実質的な伸びで
あり、年＋0.5兆円程度

社会保障
関係費

28.9兆円

社会保障
関係費

29.1兆円

社会保障
関係費

30.5兆円

社会保障
関係費

31.5兆円

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

部分が、社会保障の充実等を除く2013～2015
年度の実質的な伸びであり、年平均＋0.5兆円程度

制度改正による減（2015年度）
計：▲1700億円

＜主なもの＞
・介護報酬改定（適正化分）（▲1130億円）
・協会けんぽ国庫補助の見直し（▲460億円）

制度改正による減（2013年度）
計：▲1200億円

・生活保護の適正化（▲1200億円）
※2015年度までの効果額を含む。

制度改正による減（2014年度）
計：▲1700億円

＜主なもの＞
・薬価改定（▲1300億円）
・「７対１入院基本料」算定病床の
要件の厳格化（▲200億円）

（注３）

（注２）

（注１）

（注１）年金国庫負担２分の１ベースの予算額。
（注２）基礎年金国庫負担の受入超過による精算（▲0.3兆円）の影響を含めない。
（注３）高齢者の医療費自己負担軽減措置等に係る経費の当初予算化（＋0.4兆円）の影響を含めない。
（注４）社会保障関係費の計数には、社会保障の充実等を含む。
（注５）2019年度の社会保障関係費の計数は、臨時・特別の措置を除く。

最近の社会保障関係費の伸びについて

社会保障
関係費

32.0兆円

2016年度

制度改正による減（2016年度）
計：▲1700億円

・ 薬価改定等（▲1500億円）
・ 協会けんぽ国庫補助の見直し
（▲200億円）

社会保障
関係費

32.5兆円

制度改正による減（2017年度）
計：▲1400億円

＜主なもの＞
・オプジーボ薬価引き下げ （▲200億円）
・高額療養費の見直し（▲220億円）
・後期高齢者医療の保険料軽減特例の見直し
（▲190億円）

・介護納付金の総報酬割の導入（▲440億円）
・協会けんぽ国庫補助の見直し（▲320億円）

2017年度

社会保障
関係費

33.0兆円

制度改正による減（2018年度）
計：▲1300億円

・薬価制度の抜本改革、
薬価改定等 （▲1300億円）

2018年度

社会保障
関係費

34.0兆円

2019年度

制度改正による減（2019年度）
計：▲1200億円

＜主なもの＞
・介護納付金の総報酬割の拡大（▲610億円）
・薬価改定等（▲500億円）
・生活保護基準の段階的見直し（▲30億円）

部分
が、2019年度の実
質的な伸びであり、
年＋0.48兆円程度
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⾼齢化による増加分

⾃然増

⼈⼝構造の
変化に伴う変動分

年⾦スライド分 実績に応じて⽀払い

当該年度における⾼齢者数の
伸びの⾒込みを踏まえた増加分

※予算編成過程を通じて精査

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2018（⾻太2018）」（抄）（2018年6⽉15⽇閣議決定）

社会保障関係費については、再⽣計画において、2020年度に向けてその実質的な増加を⾼齢化による増加分に相当
する伸びにおさめることを⽬指す⽅針とされていること、経済・物価動向等を踏まえ、2019年度以降、その⽅針を
2021年度まで継続する（注）。

消費税率引上げとあわせ⾏う増（これまで定められていた社会保障の充実、「新しい経済政策パッケージ」 で⽰さ
れた「教育負担の軽減・⼦育て層⽀援・介護⼈材の確保」及び社会保障４経費に係る公経済負担）については、別途
考慮する。

なお、2022年度以降については、団塊世代が75歳に⼊り始め、社会保障関係費が急増することを踏まえ、こうし
た⾼齢化要因を反映するとともに、⼈⼝減少要因、経済・物価動向、社会保障を取り巻く状況等を総合的に勘案して
検討する。

（注）⾼齢化による増加分は⼈⼝構造の変化に伴う変動分及び年⾦スライド分からなることとされており、⼈⼝構造の変化に伴う変動分
については当該年度における⾼齢者数の伸びの⾒込みを踏まえた増加分、年⾦スライド分については実績をそれぞれ反映することとする。
これにより、これまで３年間と同様の歳出改⾰努⼒を継続する。

今後の社会保障関係費の歳出水準の考え方
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消費税率引上げと
あわせ⾏う増

制度改⾰・効率化



医療の伸びと政策的対応可能性

○ これまで公費負担の増加をもたらしてきた医療費の増加のうち、⾼齢化など⼈⼝動態の変化によると説明されるもの
は半分程度であり、残り半分は、「その他の伸び」とされる。

○ 「その他の伸び」の内訳は必ずしも明らかでないが、受診・診療⾏動の変化に加えて、
① 診療報酬改定のほか、新規の医薬品や医療技術の保険収載といった施策・⾏為に起因するものや、
② 医師や医療機関の増加（提供体制へのコントロールの不存在）
などによる影響も含まれると考えられ、これらについて政策的にどのように対応していくか検討が必要。

⼈⼝増減／⾼齢化の影響とされる
部分。

「その他」の影響
・新規医薬品等の保険収載
・医師数、医療機関数の増加
・診療報酬改定
・過去の改定で収載された⾼額な

医療へのシフト
※ 政策的に対応できる余地が

あると考えられる部分が⼤き
い。

2006年＝100

（出典）内閣府「国民経済計算」、厚生労働省「国民医療費」
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（出所） 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（出⽣中位・死亡中位）」



我が国の医療・介護制度の特徴と課題

国⺠皆保険 フリーアクセス ⾃由開業制 出来⾼払い

わが国の医療・介護制度の特徴

患者側

○ 患者負担が低く、患者側にコストを抑制するインセ
ンティブが⽣じにくい構造

○ 誰もがどんな医療機関・医療技術にもアクセス可能

医療機関側

○ 患者数や診療⾏為数が増加するほど収⼊が増加
○ 患者と医療機関側との情報の⾮対称性が存在

国⺠皆保険を維持しつつ、制度の持続可能性を確保していくための医療・介護制度改⾰の視点

供給サイドの増加に応じて
医療・介護費の増⼤を招きやすい構造

保険給付範囲の在り⽅の⾒直し

○ 「⼤きなリスクは共助、⼩さなリスクは
⾃助」の原則の徹底

○ ⾼度・⾼額な医療技術や医薬品への対応

保険給付の効率的な提供

○ 医療・介護提供体制の改⾰
（過剰な病床の削減等）
○ 公定価格の適正化

⾼齢化・⼈⼝減少下での
負担の公平化

○ 年齢ではなく能⼒に応じた負担
○ ⽀え⼿減少下での医療費増加に対
する総合的な対応

社会構造の変化

○ ⾼齢化の進展による受給者の増加や疾病構造の変化
○ 少⼦化の進展による「⽀え⼿（現役世代）」の減少
○ イノベーション等による医療の⾼度化・⾼額化の進展
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視点３．⾼齢化・⼈⼝減少下での負担の公平化
① 「年齢ではなく能⼒に応じた負担」

世代間の公平の観点も踏まえ、後期⾼齢者の窓⼝負担の引上げや介護の利⽤者負担などの改⾰を実施すべき。
② 「⽀え⼿減少下での医療費増加に対する総合的な対応」

保険給付率（保険料・公費負担）と患者負担率のバランス等を定期的に⾒える化しつつ、診療報酬とともに保険料・公費負担、患者負
担について総合的な対応を検討していくべき。

医療・介護制度改革の視点
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「⾼齢化」「⽀え⼿の減少」「⾼度化」の中で、財政と医療・介護保険制度の持続可能性を確保していくため、団塊の世代が後
期⾼齢者となり始める2022年度までに制度改⾰に取り組んでいく必要があり、下記の視点で、早急に議論を前に進めるべき。

視点１ 保険給付範囲の在り⽅の⾒直し
① 「『⼤きなリスクは共助、⼩さなリスクは⾃助』の原則の徹底」

「⼩さなリスク」については、従前のように⼿厚い保険給付の対象とするのではなく、より⾃助で対応することとすべき。
〔主な改⾰項⽬（案）〕ＯＴＣ類似薬や有⽤性の低い医薬品の処⽅に係る⾃⼰負担率の引上げ、少額の外来受診に係る定額負担の導⼊

介護の軽度者向け⽣活援助サービスに係る給付の在り⽅の⾒直し 等
② 「⾼度・⾼額な医療技術や医薬品への対応」

医薬品・医療技術について、安全性・有効性に加え、費⽤対効果や財政影響などの経済性の⾯からの評価も踏まえて、保険収載の可否
も含め公的保険での対応の在り⽅を決める仕組みとしていくべき。

視点２．保険給付の効率的な提供
① 「医療・介護提供体制の改⾰」

これまで以上に限られた財源とマンパワーの中で必要なサービスを過不⾜なく効率的に提供していくため、医療・介護提供体制の在り
⽅の⾒直しを図るべき。
〔主な改⾰項⽬（案）〕

・ 地域医療構想の実現（急性期病床の削減等）に向けた、都道府県によるコントロール機能の強化やインセンティブ策の強化
・ かかりつけ医等への適切な誘導に向けた、外来受診時等における定額負担の活⽤
・ 介護の地域差縮減に向けた、インセンティブ交付⾦等の活⽤による保険者機能の⼀層の強化 等

② 「公定価格の適正化」
診療報酬本体、薬価など、保険償還の対象となるサービスの価格については、国⺠負担を軽減する観点から、できる限り効率的に提供

するよう、診療報酬・薬価の合理化・適正化等を進めるべき。
今後の介護報酬改定に向け、加算の効果等に係るエビデンスの整理・検証を通じた報酬改定のPDCAサイクルを確⽴していくべき。



ＰＢ
⿊字化
⽬標

総論

社会保障

構造改⾰期間

社会保障関係費については、再⽣計画において、2020年度に向けてその実質的な増加を
⾼齢化による増加分に相当する伸びにおさめることを⽬指す⽅針とされていること、経済・物価動向等を踏ま

え、2019年度以降、その⽅針を2021年度まで継続する。

10⽉
消費税率
引上げ

（予定）

⾻太
2020

新経済・財政
再⽣計画
（⾻太）

主
要
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

歳出改⾰
の枠組み

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 〜 2025年度
新経済・財政再⽣計画と改⾰⼯程表2018のスケジュール（社会保障関係）

2022年度以降については、団塊世代が75歳に⼊り始め、社会保障関係費が急増することを踏まえ、
こうした⾼齢化要因を反映するとともに、⼈⼝減少要因、経済・物価動向、社会保障を取り巻く状況等を総合的に勘案して検討する。

給
付
と
負
担
の
⾒
直
し

旧
44
項
⽬

の
推
進

医
療

介
護

年
⾦

⾻
太
２
０
２
０

＜⾻太⽅針2018（抄）＞
全世代型社会保障制度を着実に構築してい

くため、総合的な議論を進め、基盤強化期間
内（2019〜2021年度）から順次実⾏に移せ
るよう、2020年度に、それまでの社会保障
改⾰を中⼼とした進捗状況をレビューし、
「経済財政運営と改⾰の基本⽅針」におい
て、給付と負担の在り⽅を含め社会保障の総
合的かつ重点的に取り組むべき政策を取りま
とめ、早期に改⾰の具体化を進める。

 所得のみならず資産の保有状況を適切に評価しつつ、「能⼒」に応じた
負担

 介護のケアプラン作成に関する給付の在り⽅
 介護の多床室室料に関する給付の在り⽅
 介護の軽度者への⽣活援助サービス等に関する給付の在り⽅

 所得のみならず資産の保有状況を適切に評価しつつ、「能⼒」に応じ
た負担

 後期⾼齢者の窓⼝負担
 薬剤⾃⼰負担の引上げ
 外来受診時等の定額負担の導⼊
 医療費について保険給付率（保険料・公費負担）と患者負担率のバラ

ンス等を定期的に⾒える化しつつ、診療報酬とともに保険料・公費負
担、患者負担について総合的な対応

 医療・介護における「現役並み所得」の判断基準の⾒直し
 新規医薬品や医療技術の保険収載等に際して、費⽤対効果や財政影響

などの経済性評価や保険外併⽤療養の活⽤など
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● 診療報酬改定、薬価改定

● 介護報酬改定

● 毎年薬価改定

多
様
な
就
労
・

社
会
参
加

 勤労者皆保険制度（被⽤者保険の更なる適⽤拡⼤）の実現
 ⾼齢者の勤労に中⽴的な公的年⾦制度を整備

 マクロ経済スライドの在り⽅
 ⾼所得者の年⾦給付の在り⽅を含めた年⾦制度の所得再分配機能の在

り⽅及び公的年⾦等控除を含めた年⾦課税の在り⽅の⾒直し

● 年⾦財政検証

● 診療報酬改定、
薬価改定（2022年度）

● 制度改⾰
● 第8期計画開始



新経済・財政再生計画 改革工程表2018の概要（社会保障）

※ 旧改⾰⼯程表(全44項目)の内、引き続き記載されている16項⽬(⾼所得者への給付の在り⽅を含めた年⾦の所得再分配機能の在り⽅、⽣活保護の更なる適正化等)も着実に推進。

保険給付範囲の
在り⽅の⾒直し

保険給付の
効率的な提供

⾼齢化・
⼈⼝減少下での
負担の公平化

 ⽣活習慣病治療薬の費⽤⾯も含めた適正な処⽅の在り⽅について検討。
 薬剤⾃⼰負担の引上げについて、諸外国の薬剤⾃⼰負担の仕組み（薬剤の種類に応じた保険償還率や一定額までの全額自己負担な

ど）も参考としつつ、市販品と医療⽤医薬品との間の価格のバランス等の観点から検討。
 外来受診時等の定額負担の導⼊・活⽤について、早期に改⾰が具体化されるよう検討。
 医薬品や医療技術の保険収載の判断等に当たり費⽤対効果や財政影響などの経済性評価を活⽤し、保険対象外の医薬品等に係る保険

外併⽤療養を柔軟に活⽤・拡⼤することについて、早期に改⾰が具体化されるよう検討。
 軽度者に対する⽣活援助サービス等について、地域⽀援事業への移⾏を含め、第８期介護保険事業計画期間に向けて検討。

 地域医療構想の実現に向け、病床転換や介護医療院への移⾏等が進むよう、必要な対応（地域医療介護総合確保基金の指標水準引上

げ、メリハリ強化等）を検討（①具体的対応方針合意：公立・公的病院は2018年度末までに100％、全体は2019年度末までに50％、

②増減病床数の達成：2025年度に100％）。
→ 累次の法改正で設けた都道府県知事の権限の⾏使状況を勘案した上で、実効性のある新たな都道府県知事の権限の在り⽅を検討。
• 国保の普通調整交付⾦の配分について、加⼊者の性・年齢で調整した標準的な医療費を基準とするなどの観点から議論。

介護の調整交付⾦についても、保険者機能の更なる強化に向けて検討。
• ⾼確法第14条に基づく地域独⾃の診療報酬について、その判断に資する具体的な活⽤策を検討・提⽰。

 2019年度中に、都道府県の医療計画に、⾼額医療機器の新規設置や更新の際に都道府県や医療関係者の協議を経る規制の導⼊を含
む、医療機器等の効率的な活⽤の促進に関する事項を盛り込む。

 国保財政の健全化に向け、法定外繰⼊等の解消期限や解消に向けた実効的・具体的な⼿段を盛り込んだ計画を策定・公表（見える

化）。2020年度以降の保険者努⼒⽀援制度について、加減算双⽅向での財政的インセンティブの⼀層の活⽤。
 薬価制度抜本改⾰の更なる推進(費用対効果評価の本格実施に向けた検討(～2018年度末)、毎年薬価改定の対象範囲(～2020年中))

 調剤報酬の在り⽅について、対物業務から対⼈業務への構造的な転換の推進やこれに伴う所要の適正化を⾏う観点から検討。
 医療・介護分野におけるITの活⽤、労働⽣産性の向上（ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ・センサーの活用等）。

 医療保険・介護保険制度における負担への⾦融資産等の保有状況の反映の在り⽅について、早期に改⾰が具体化されるよう検討。
 介護の補⾜給付の在り⽅について、その対象者の資産の実態調査等を⾏い、第８期介護保険事業計画期間に向けて検討。
 後期⾼齢者の窓⼝負担の在り⽅について、団塊世代が後期⾼齢者⼊りするまでに、早期に改⾰が具体化されるよう検討。
 保険給付率（保険料・公費負担）と患者負担率のバランス等を定期的に⾒える化しつつ、診療報酬とともに保険料・公費負担、患者

負担について、早期に改⾰が具体化されるよう、総合的な対応を検討。
 介護のケアプラン作成に関する給付と負担の在り⽅について、第８期介護保険事業計画期間に向けて検討。
 介護の多床室の室料負担等、施設サービスの報酬等の在り⽅について、第８期介護保険事業計画期間に向けて検討。
 医療・介護における「現役並み所得」の判断基準の⾒直しについて、現役との均衡の観点から早期に改⾰が具体化されるよう検討。

改⾰の視点 改⾰⼯程表2018における主な改⾰項⽬（全61項⽬）

全世代型社会保障制度を着実に構築していくため、総合的な議論を進め、基盤強化期間内（2019〜2021年度）から順次実⾏に移せるよう、2020年度に、
それまでの社会保障改⾰を中⼼とした進捗状況をレビューし、「経済財政運営と改⾰の基本⽅針」において、給付と負担の在り⽅を含め社会保障の総合的かつ
重点的に取り組むべき政策を取りまとめ、早期に改⾰の具体化を進める。
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- 医療・介護提供
体制の改⾰

- 公定価格の適正化




